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2025年 5 月 29 日（木） 

2025 年３月期 機関投資家・アナリスト向け 決算説明会 書き起こし 

デジタルアーツ株式会社 
 
 

 
 
 
【イベント概要】 
企業名：デジタルアーツ株式会社 
証券コード：2326 
イベント言語：日本語 
イベント種別：機関投資家・アナリスト向け 決算説明会 
イベント名：2025年 3 月期 決算説明会 
決算期： 2025 年 3 月期  
日程：2025 年５月９日（金） 
時間：16:00-17:00 
開催方式：オンライン配信 
登壇者：代表取締役社長 道具 登志夫 

IR 室 室長 谷崎文彦 
 
 

デジタルアーツ株式会社
（証券コード 2326）

2025年５月９日

決算説明会
2025年３月期 通期決算
（2024年４月１日～2025年３月31日）
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【司会】 
皆様、ただいまよりデジタルアーツ株式会 2025 年 3月期 決算説明会を開始いたしま

す。 
本日の出席者をご紹介いたします。代表取締役社長 道具登志夫でございます。IR 室長 

谷崎文彦でございます。それでは早速、道具より、デジタルアーツの決算概要につきまし
てご説明申し上げます。 
 
 
【道具】 
昨日決算を発表しておりますので、皆さんがすでに理解されているところは省かせてい

ただいて、ポイントだけ私から 20 分ほどで説明させていただきます。おそらく質問が多く
なると思いますので、私の説明は端的に行います。 
 
 

 
４ページは弊社製品のラインアップとそのライセンス単価を掲載しています。デジタル

アーツは i-FILTERの会社という印象が強いと思いますので、他にどのような製品がある
かを知っていただくためにこのスライドを掲載しています。 
 
  

製品価格
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参考価格 月額換算＠ 500円 参考価格 月額換算＠ 250円
(500ライセンスご購入の場合)

参考価格 月額換算＠ 500円 参考価格 月額換算＠ 250円
(500ライセンスご購入の場合)

参考価格 月額換算＠ 300円
(10ライセンスからご購入可能)

参考価格 月額換算＠ 300円
(10ライセンスからご購入可能)

参考価格 月額換算＠ 1,000円※1

(10ライセンスご購入の場合)

参考価格 月額換算＠ 1,000円※1

(10ライセンスご購入の場合)

参考価格 月額換算＠ 300円
月額換算＠ 150円※2

(10ライセンスからご購入可能)

参考価格 月額換算＠ 300円

Outlook/Becky!/Thunderbird版
ポップアップ型メール誤送信対策

参考価格 月額換算＠ 300円

Microsoft 365対応版
ポップアップ型メール誤送信対策

参考価格 月額換算＠ 150円

参考価格 月額換算＠ 200円

オプション
「i-FILTER 」もしくは「 m-FILTER 」との連携オプションでの購入の場合

参考価格 月額換算＠ 100円
※1 組織内の暗号化・編集するユーザーのみ

課金対象
※2 デジタルアーツ製品とセット購入の場合

参考価格 月額換算＠ 250円
(10ライセンスからご購入可能)
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まず、2025 年３月期の決算のポイントでございます。ご覧の通り、契約高は社内の計画

を上回る結果となりました。企業向け市場、公共向け市場の業績についても記載の通りの
状況であり、詳しくは後ほどご説明いたします。 
 
 

 
 

2025年3月期決算のポイント

契約高は、企業向け市場の成長と「GIGAスクール構想 第２期」案件の受注が好調に推移し
たことにより、２桁増収を達成し、期初計画を上回った
売上高は、企業向け市場の成長が牽引し、増収を達成
営業利益は、売上原価の増加を売上高の増加と販管費の抑制で吸収し、増益となった

DAC = デジタルアーツコンサルティング (前年度末株式譲渡した連結子会社）。以下本資料内の DACも同様
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クラウドサービス系製品の利用者数増加に伴うデータセンターの通信費増加により 、
売上原価は増加したが 、当該費用の増加を売上高の増加と販管費の抑制で吸収し 、
営業利益は増益となった

収益

クラウド、オンプレミスの両環境に対応した製品戦略とオプション製品や新製品を主力
製品と組み合わせる販売戦略（クロスセル・アップセル）が功を奏し増収（DAC除く）

企業向け市場

「GIGAスクール構想 第２期」の受注シェアを大幅に伸ばしたことに加え 、継続して需要
のある「自治体セキュリティ強靭化 」案件と「次世代校務DX」案件を獲得できたことに
より、契約高が大幅成長し、売上高も増収

公共向け市場

INDEX

01. 連結決算ハイライト
02. 個別決算ハイライト
03. 市場別売上高
04. 2025年３月期 施策の結果
05. 2026年３月期 取組み方針
06. 2026年３月期 通期業績予想
07. 2026年３月期 株主還元

Copyright © Digital Arts Inc.



- 4 - 
 

 
開示資料には掲載していませんが、本日の説明にあたり改めてご説明したい内容があ

り、このスライドを追加しました。 
弊社はこれまでも契約高と売上高の 2種類の数値を開示してきましたが、特に今回の開

示からは契約高に関する情報を増やして発表しています。その理由は、皆様が注目されて
いる主要な点は「今期の業績はどのような状況か？」という点だと理解していますが、そ
の状況が数値として表われるのが契約高であるからです。契約高は「今期にお客様からい
ただいた注文」を合計した金額を表しています。 
一方で、売上高は、特にクラウドサービス系製品の業績が関係してくるのですが、前年

以前の契約高から「繰り入れ」される分、及び今期受注した複数年契約等の契約高から来
期以降へ「繰り延べ」られる分、それらを考慮して算出されるのが売上高ですので、弊社
が属する業界以外での売上高とは解釈の仕方が異なるという点を改めてご認識いただきた
く考えています。 
特に 2025 年 3 月期のようにクラウドサービス系製品の業績において対計画での差分が

多くなると、どうしても「繰り延べ」られる分が大きくなり、契約高と売上高との差分が
大きくなってしまう、ということを改めてご認識いただけると幸いです。 
弊社としては直近の業績状況を出来るだけご理解いただけるように契約高という情報を

発表するようにしております。その点を是非ご理解いただけますと幸いです。 

本日のご説明にあたって
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本日のご説明では、契約高の状況、計画を中心にお話させていただきます

当会計期間中に当社がお客様から注文をいただいた金額の総額（＝受注高）を意味します

従いまして、契約高の状況が事業環境を示すと捉えていただければと存じます
契約高

前期以前に獲得した契約高から当会計期間中に売上高計上される金額（繰入売上高）と

当会計期間中に獲得した契約高から来期以降に繰り延べられて売上高計上される契約高

（繰延売上高）を差し引いた金額の合計を意味します

売上高
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ここからは売上高よりも契約高により焦点を当ててご説明いたします。 
特に 2025 年 3 月期は DAC（デジタルアーツコンサルティング）の売却ということが前

期（2024年 3 月期）にありましたので、DACの業績が含まれた年度とそうでない年度と
の比較をしなければならないという年度でした。特に個人投資家の方に多かったという印
象があるのですが、この点を上手くお伝えできなかったために「なぜ前年度より売上高が
減っているのか？」といったことや、「なぜコストが前年度よりもここまで下がったの
か？」というご質問をいただくことがございました。ただ、このようなご質問を招く開示
も 2025 年 3月期まででして、2026年 3 月期の開示からは前年度比較において「DAC 除
く」という注釈が不要になり、より分かり易い発表ができると考えています。 
さて、本題に入ります。今申し上げました契約高が、2025年 3 月期にどうであったのか

という点については、前年比 22.3%増でございました。この結果は社内計画を上回るもの
でしたので、2025年 3 月期については企業向け市場、公共向け市場ともに計画通り、むし
ろ「よくやったな」と思っているところでございます。その理由としては、i-FILTER や
m-FILTER といった主力製品以外の製品として一昨年度前からリリースして参りました、
f-FILTERや StartIn といった様々な製品が業績貢献したことに拠ります。これら製品を既
存のお客様へアップセル、もしくはクロスセルする活動を下期から強化しました。また、
公共向け市場においては「GIGAスクール構想 第２期」が 2025 年 3 月期から始まりまし
たが、期初に申し上げた「シェア 100％」を掲げて活動した結果が業績に結びつきまし
た。 
一方で費用については、人件費が主要な費用となっており、またクラウドサービス系製

品の比率が高まっており、それに伴い通信費が増大していますが、営業利益は売上高に強
く影響を受けるという特性が表れています。 

連結決算ハイライト

前年度末に連結子会社デジタルアーツコンサルティング（DAC）の当社保有全株式を譲渡したことにより、
当期間における契約高、売上高ともに約2,196百万円減の影響が発生、営業利益においては約99百万円※の影響が発生

Copyright © Digital Arts Inc.8

特記事項

10,570百万円
△267百万円 / △2.5%
＋1,928百万円 / ＋22.3%

前年比
前年比(DAC除く）

企業向け市場 Webとメールのクラウドセキュリティ対策ニーズとオンプレミスで
の継続対策ニーズを捉えたことや、新製品・オプション製品のクロ
スセル・アップセルが好調に推移し成長
「GIGAスクール構想第２期」案件に加え、「自治体セキュリティ強
靭化」案件、「次世代校務DX」案件の獲得により大幅成長

公共向け市場

企業向け市場 受注が好調なクラウドサービス系製品やライセンス販売系製品の売上
高計上により成長
「GIGAスクール構想第１期/第２期」案件に加え、「自治体セキュリ
ティ強靭化」案件、「次世代校務DX」案件の売上高計上により成長

公共向け市場

売上原価 クラウドサービス系製品の利用者数増加に伴い、データセンターの
通信費が増加
計画の範囲内で、「GIGAスクール構想第２期」案件を見据えた販促
強化と、人材投資強化を実施
売上原価の増加を売上高の増加と販管費の抑制で吸収し、増益全体

販管費

9,982 百万円
△1,529百万円 / △13.3%
＋666百万円 / ＋7.2%

4,558 百万円

契約高

売上高

営業利益

前年比
前年比(DAC除く）

前年比
前年比(DAC除く）

+131百万円 / +3.0%
＋231百万円 / +5.3%

※ DAC の2024年3月期単体利益より試算
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連結損益計算書となります。この括弧「（ ）」内に記載の数値が DACを除いた実績と

なりますが、この実績はほぼデジタルアーツ株式会社単体の損益計算書の内容となってい
ます。DAC を除いて平仄を揃えた比較をすると、契約高が 22.3%増、売上高が 7.2%増で
した 
契約高と売上高の大小関係を見ていただきますと、2024 年 3月期では契約高より売上高

の方が大きくなっています。この傾向はそれ以前の期も同様でした。一方、2025年 3月期
を見ていただきますと、売上高の方が契約高より下回っている、つまり「繰り入れ」より
「繰り越し」のほうが増えたということですが、これがまさに私たちの今期の想定外だっ
たことでして、その結果、売上高は未達という状況になりました。 
また、開示しているスライドには掲載していませんが、契約高を重視するという観点か

ら「契約高営業利益率」を算出してみました。この指標は、営業利益率の算出式における
売上高を契約高へ置き換えたもので、算出結果は 2024年 3 月期が 34,6%、2025年 3 月期
は 48.7%でありました。2024 年 3月期からは 10%以上増えています。 
 
  

連結損益計算書

契約高は、企業/公共向け市場とも好調に推移し 20%を超える増収を達成、期初計画を上回った
売上高は、契約高に占めるクラウドサービス系製品の比率が高まった結果 、約7%の増収となった（DAC除く）

営業利益は、通信費の増加に伴う売上原価の増加を売上高の増加と販管費の抑制で吸収し 、増益となった

※1 「業績予想」は 2024年5月8日公表の連結業績予想
※2 DAC の2024年3月期単体利益より試算
※3 EBITDA= 営業利益+減価償却費+営業費用に含まれる税金費用 ※４ 契約高営業利益率＝（契約高 ー 売上原価 － 販売管理費） ÷ 契約高 × １００ として計算
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（単位：百万円）

2025年３月期
通期業績予想※1前年比2025年３月期2024年３月期

10,300△2.5%(+22.3%)10,57010,838(8,641)契約高 ()内はDAC除く数値

10,720△13.3%(+7.2%)9,98211,512(9,315)売上高 ()内はDAC除く数値

2,850△35.7%2,9484,583売上原価
7,870+1.5%7,0336,928売上総利益
2,730△1.0%2,4742,500販売管理費
5,140+3.0%(+5.3%)4,5584,427(4,327)営業利益 ( )内はDAC除く数値※2

47.9%-45.7%38.5%営業利益率（％）
--48.7%34.6%（ご参考指標）

契約高営業利益率（％）※4

5,140+2.7%(+5.1%)4,5624,443(4,341)経常利益 ( )内はDAC除く数値※2

3,540△27.3%(+4.3%)3,1834,377(3,053)親会社株主に帰属する当期純利益
()内はDAC売却益除く数値

-+2.5%5,5665,429EBITDA ※3
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契約高におけるクラウドと、ライセンス販売つまりオンプレミスとの比率でございま

す。i-FILTER及び m-FILTER のクラウド比率が一段と増えたというのが 2025年 3 月期で
したので、クラウドサービス系製品においては過去にない対前年度プラス 54%となりまし
た。また、公共向け市場においては、「GIGA スクール構想 第２期」が 2025 年 3月期か
ら開始されたことから、更にクラウド比率が高まるという結果となりました。 
 
 
 
  

 企業向け市場における Webとメールのクラウドセキュリ
ティ対策ニーズに対して 、クラウド版の 「 i-FILTER」
「m-FILTER」の販売が好調に推移 （特に「m-FILTER」
は契約高に占めるクラウドサービス系製品の割合が上昇）

 公共向け市場において、「GIGAスクール構想 第２期」案
件や「次世代校務DX」案件を獲得し、計画以上に増加

 企業向け市場においては、オンプレミスでの継続対策ニー
ズを捉え成長

 公共向け市場においては、「自治体セキュリティ強靭化」
案件を継続獲得し成長

5,278 5,373

3,363
5,197

2,196

2024年３月期 2025年３月期

ライセンス販売系製品/その他 クラウドサービス系製品 DAC

連結契約高推移

連結契約高はクラウドサービス系製品の成長により
前年比22.3％増加の10,570百万円に増加（DAC除く）
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クラウドサービス系製品

ライセンス販売系製品 /その他

連結契約高の推移

10,57010,838

49.2％

50.8％

38.9％

61.1％

（単位：百万円）

+1.8%

+54.5%

+22.3%



- 8 - 
 

 
契約残高の推移です。 

 
 

 
売上高の推移です。 

 
 

 「次世代校務 DX」案件などクラウドサービス系製品
の割合が計画以上に高まっており、契約残高は大幅に増加

 「GIGAスクール構想 第２期 」案件の獲得が好調に推移
しているため契約残高はプラスに転じた

 企業案件や 「次世代校務 DX」案件などクラウドサービス
系製品の割合が計画以上に高まっており、契約残高は増加

 「GIGAスクール構想 第２期 」案件の獲得が好調に推移
した結果、翌期売上高計上額は増加

1,856 2,024

1,599 1,735

1,317
1,404

878
1,079

2024年3月末残高 2025年3月末残高

翌々期以降売上 翌々期以降売上(GIGA) 翌期売上 翌期売上(GIGA)

契約残高推移

（単位：百万円）契約残高の推移

翌々期以降売上（ GIGA）

翌期売上

翌々期以降売上

6,243
5,651

+8.5%

+22.9%

+9.0% 翌期売上（GIGA）

+6.6%
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「GIGAスクール構想第２期」「次世代校務DX」案件などの獲得により
契約残高は着実に増加

 企業向け市場における Webとメールのクラウドセキュリ
ティ対策ニーズに対して 、クラウド版の 「 i-FILTER」
「m-FILTER」の販売が好調に推移し 、当該契約高の売上
高計上が進み成長

 公共向け市場における 「GIGAスクール構想 第１期 /第２
期」案件や「次世代校務DX」案件の売上高計上により成長

 企業向け市場におけるオンプレミスでの継続対策ニーズ
を捉え成長

 公共向け市場における「自治体セキュリティ強靭化 」案件
を継続獲得し成長

5,211 5,369

4,103 4,613

2,196

2024年３月期 2025年３月期

ライセンス販売系製品/その他 クラウドサービス系製品 DAC

連結売上高推移

連結売上高は前年比7.2％増加の9,982百万円に成長（DAC除く）
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クラウドサービス系製品

ライセンス販売系製品 /その他

連結売上高の推移

9,98211,512

（単位：百万円）

46.2％

53.8％

44.1％

55.9％

+12.4%

+3.0%

+7.2%
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製品別の売上計上方法
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補足

ライセンス販売系製品 クラウドサービス系製品

 契約高のうち大部分を占めるライセンス料相当分を契約
月に一括売上計上

 保守料相当分は契約期間で除した金額で按分計上

 契約高を契約期間で除した金額（月額按分）で売上計上
 クラウドサービス系製品の契約高が増加すると契約残高
（繰り延べられる契約高）が増加

契約高

売上高

契約
残高

Y月
（契約月）

Y+1
月

Y+2
月

Y+n
月

契約期間（nヶ月）＋1ヶ月

・・・ Y+n+1
月

保守料相当分を
契約期間 ”n”で按分

契約高

売上高

契約
残高

Y月
（契約月）

Y+1
月

Y+2
月

Y+n-1
月

契約期間（nヶ月）

・・・ Y+n
月

契
約
高
相
当
分
を

契
約
期
間
ｎ
で
按
分

保
守
料

相
当

ラ
イ
セ
ン
ス
料

相
当

製品別の契約高と売上高の関係（１年契約）

例えば、契約期間１年、契約高 600万円の場合の契約更新時のライセンス販売系製品と
クラウドサービス系製品の契約高と売上高の関係は下図の通り

600
300 300

600

600 600

ライセンス販売系製品 クラウドサービス系製品

X+2年1月X年2月 X年12月 X+1年1月 X+1年2月 X+1年12月X年1月 … …

545

5 5

245

5 5

245

50

5 5

50

5 5

50

ライセンス販売系製品 クラウドサービス系製品

ライセンス販売系製品は２年目以降の契約高が１年目の契約
高の半額となるが、クラウドサービス系製品の契約高は１年
目と２年目以降も同額となる。
そのため、クラウドサービス系製品の新規契約高が増えると 、
ライセンス販売系製品よりも翌期以降の成長率が高まる。

ライセンス販売系製品は契約時に計上する売上高の割合
が高く、クラウドサービス系製品は月額按分計上。
ライセンス販売系製品は更新による契約高減少により売
上高が減少するが、クラウドサービス系製品は売上高に
変動はない。

契約高の推移 売上高の推移

1年目 2年目 3年目 1年目 2年目 3年目
X+2年1月X年2月 X年12月 X+1年1月 X+1年2月 X+1年12月X年1月 … …

補足

Copyright © Digital Arts Inc.14
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契約高と売上高の関係について説明しているスライドとなります。このスライドについ

ては毎回掲載している内容となりますが、ご覧いただければと思います。 
 
 

 
売上高と営業利益の推移です。2025 年 3月期からDAC の業績は対象外となっていま

す。 
 
 

製品別の契約高と売上高の関係（複数年契約）

公共向け市場案件の契約期間は５年などの複数年が多く、更新までの期間が長くなる
例えば、契約期間５年、契約高600万円の場合のライセンス販売系製品とクラウドサービス系製品の契約高と売上高の関係
は下図の通り

ライセンス販売系製品とクラウドサービス系製品の契約高は、
更新においても同額となる。

ライセンス販売系製品は、契約時に計上する売上高の割合
が高いが、クラウドサービス系製品は５年に渡り月額按分
で売上計上されるため 、契約高と売上高の差額 （契約残
高）が大きくなる。

契約高の推移 売上高の推移

600 600 600

600 600 600

X年 X+1年 X+4年 X+5年 X+6年 X+9年 X+10年

ライセンス販売系製品 クラウドサービス系製品

X+10
年

X+1
年

X+4
年

X+5
年

X+6
年

X+9
年X年

552

12 12

552

12 12

552

120

120 120

120

120 120

120

ライセンス販売系製品 クラウドサービス系製品

… … X+10
年

X+1
年

X+4
年

X+5
年

X+6
年

X+9
年X年 … …

補足
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1,289
485

1,656
731

2,067
1,009

2,088
872

2,234
838

1,510

825

2,390

1,348

2,316

1,238

2,466

1,315

2,603

1,213

1,423

663

1,884

945

2,216

980

2,223

933

2,436

1,092

1,855

1,004

2,078

1,101

2,393

1,185

2,537

1,304

2,707

1,413

6,825

2,977
4,126 4,413 4,427 4,558

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

1Q 2Q 3Q 4Q

連結売上高・営業利益の推移

452318
263

124

DAC （単位：百万円）

556
381

241

176

9,051

11,512
10,436

384

357

652

535
287

249218

225

9,982
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売上原価と販管費のコストについて説明しているスライドです。 
トピックスとしては、中期経営計画で発表しています人への投資を行った結果が主に労

務費や人件費の項目に現れています。 
また、クラウド比率が高まったことで通信費が増えました。通信費の中にはデータセン

ター代が入っています。特に 2025 年 3 月期はドル円の為替が 160 円を超えた時期があり
ましたので、その影響も含めて対前年度でプラス 200 百万円強増えました。ただ、2026
年 3月期はソフトウェア的な改善とデータセンターの乗り換え等をすることで、売上高に
占める通信費の割合を抑えられるように工夫をしています。 
 
 
 

連結売上原価と販売費及び一般管理費の状況

DAC連結除外によりDAC売上原価とDAC人件費が減少した一方、
クラウドサービス系製品の利用者数増加に伴い、データセンターの通信費が増加 （ただし、徐々に抑制傾向）
販管費は、期中に人材採用方針の変更を行ったため、期初計画よりも抑制

01

Copyright © Digital Arts Inc.17

主な増減要因前年差2025年３月期2024年３月期

△1,6352,9484,583売上原価
DAの開発人員の増強による増加（ +123M）
DAC連結除外影響 (約△1,113M)△9971,0402,038労務費

+25865839減価償却費
クラウドサービス系製品の利用者数増加に伴い増加 (+201M)
※うち為替影響による増加は +48M+2011,5051,304通信費

DAの新製品開発に伴う増加 (+53M)、DAC連結除外影響 (約△780M)△7316531,384その他
△134△1,116△982他勘定振替

△262,4742,500販売費及び一般管理費

DAの人件費（+43M)、DAC連結除外影響 (約△90M)△461,2291,275人件費

DAC連結除外影響 (約△3M)△4309313広告宣伝費
DAの採用費等+25936911その他

（単位：百万円）
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この 2 枚のスライドはコストの四半期推移を表しています。 

332
427

330 349 354 373 430 476 452 470
558 556

256 256 271 255

204

208

214 217 221 202
206

208 200 211

212 214

213 221 213 217

169

158
213 223 244 280

324
312

294 308

345 356

369 386 388 361

134

153 164
173 170

247

244 239 302
351

332
400

145
220 154

133

613 624
701 736 766

901
983 1,014 1,019

1,108
1,178

1,277

726 756 746 719

225
321 220

226 222

201

220 221 229

231

270

250

258
328 281

248
839

946 921 962 989

1,102
1,204 1,235 1,248

1,340
1,450

1,527

984
1,084 1,027

968

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

労務費 減価償却費 通信費 その他 売上原価 他勘定振替高

連結売上原価 四半期推移

（単位：百万円）
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2023年３月期 2024年３月期2022年３月期 2025年３月期

323

432

277 263 302 280 316 293 329
285

363
297 314 296 313 304

59

59

51 70
77

74
78

67
80

79

66

86
106

92 60 49

191

169

159
193

229
204

214
216

238
232

215
224

248
244

223
219

574

660

487
526

609
558

609
578

648
597

646
608

669
633

597 574

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

人件費 広告宣伝費 その他

連結販売費及び一般管理費 四半期推移

Copyright © Digital Arts Inc.19

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期2022年３月期

（単位：百万円）
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連結の貸借対照表です。2025 年 3月期は、自社株買いを 10 億円の規模で実施しまし

た。 
 
 

  

連結貸借対照表

固定資産は、販売用製品と自社開発の社内 DXツールなどの計上により増加
自己資本比率は前期末比で 5.6pt改善し、76.6％に向上

Copyright © Digital Arts Inc.20

主な増減要因前期末
増減率

2025年３月期
期末残高

2024年３月期
期末残高

現預金（△387M）△0.8%20,01220,183流動資産

自己株式買付資金（△1,000M）△2.1%17,95218,339（うち現金及び預金）

ソフトウエア（+105M）、ソフトウエア仮勘定（+76M）+12.0%2,6152,334固定資産

+0.5%22,62722,518総資産

未払法人税等（△965M）前受金（△336M）△19.4%5,2096,467流動負債

役務提供が進み売上計上が進んだため減少△7.6%4,0824,418（うち前受金）

△0.2%5252固定負債
自己株式取得等（△736M）、支払配当金（△1,095M）、
当期純利益（＋3,183M）等+8.4%17,33615,986自己資本

+8.5%17,36515,998純資産

-76.6%71.0%自己資本比率

-19.1%29.1%ROE

-14.1%20.1%ROA

（単位：百万円）
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このスライドでは、先ほど少し言及しましたが、契約高は計画比プラス 2.6％と、私た

ちが社内で計画していた契約高を達成できたことを表しています。ただし、クラウド比率
等が計画よりも乖離すると、このように売上高も乖離します。そして売上高が対計画で乖
離した結果、営業利益も対計画で乖離したというところです。その点で、特に売上高を重
視している投資家の皆様に対しては大変申し訳ない結果だったと思っておりますが、契約
高の数値が示す通りビジネスとしては満足のいく結果が出せたと考えています。 
 
  

期初計画との差異について

60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0% 110.0%

営業利益

売上高

契約高

通期連結業績予想に対する実績

Copyright © Digital Arts Inc.21

契約高は、期初計画に対して上振れて着地。ビジネス環境は非常に良好と評価している
売上高は、契約高に占めるクラウドサービス系製品の割合が期初計画以上に増加したことによって、契約
高計上と売上高計上のタイミングに会計上「ずれ」が生じたため、期初計画に対して未達となった
営業利益においては、費用を期初計画対比で抑制することができたものの、売上高が期初計画に対して未
達になったことで、営業利益も期初計画に対して未達となった

計画比
＋2.6%

（＋270百万円）

通期予想：10,300百万円

達成率

通期予想：10,720百万円

通期予想：5,140百万円

実績：4,558百万円

実績：9,982百万円

実績：10,570百万円

計画比
△11.3%

（△581百万円）

計画比
△6.9%

（△737百万円）
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この個別決算サマリーのスライドは、殆ど先にご説明した連結損益計算書のスライドの

括弧「（ ）」内に記載の数値を取り出した内容となっています。 
特に 2024 年 3 月期は DAC の売却に伴う売却益が当期純利益に含まれていますので、そ

の部分が前年比で大きな差異となっています。 
 
  

個別決算サマリー

契約高は、企業/公共向け市場とも好調に推移し 20%を超える増収を達成、期初計画を上回った
売上高は、契約高に占めるクラウドサービス系製品の比率が高まった結果、 約7%の増収となった
営業利益は、通信費の増加に伴う売上原価の増加を売上高の増加と販管費の抑制で吸収し、 増益となった

Copyright © Digital Arts Inc.23

2025年３月期通期
業績予想※1前年比2025年３月期2024年３月期

-+22.4%10,5618,630契約高
10,710+7.2%9,9729,304売上高

2,850+10.6%2,9452,664売上原価
7,860+5.8%7,0266,639売上総利益
2,710+6.7%2,4642,309販売管理費
5,150+5.4%4,5624,330営業利益
48.1%-45.8%46.5%営業利益率(%)

-48.8%42.4%（ご参考指標）
契約高営業利益率(%)※2

5,150+5.1%4,5694,348経常利益

3,550△29.7% (+5.2%)3,1874,536(3,030)当期純利益
( )内はDAC売却益除く数値

（単位：百万円）

※1「業績予想」は 2024年5月8日公表の連結業績予想
※2 契約高営業利益率＝（契約高 ー 売上原価 － 販売管理費） ÷ 契約高 × １００ として計算
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市場別の契約高を表したスライドです。 
公共向け市場は、「GIGAスクール構想 第 2 期」に加えて「自治体セキュリティの強靭

化」、「次世代校務 DX」等の予算が付いている案件を確実に受注できました。 
企業向け市場については、クロスセル・アップセルができたことで契約高が伸長してい

ます。2024 年 3月期は対前期比プラス 22%増でしたので、2025年 3 月期は対前期比プラ
ス 12%増と減ったのは何故かと思われるかもしれませんが、2024 年 3月期は契約高に
DAC の契約高も含まれており、DACは利益率が低かったのですが契約高の成長率だけを
見れば大きかったため、結果として「対前期比プラス 22%増」と高い数値となりました。
その点を考慮し、企業向け市場についても計画通りに成長することができたと考えていま
す。 

 
 

市場別 連結契約高

企業向け市場、公共向け市場ともに２桁成長（DAC除く）

Copyright © Digital Arts Inc.25

公共向け市場

企業向け市場
（単位：百万円）

4,462 5,016

3,760
5,146

2,196

2024年３月期 2025年３月期

市場別 連結契約高推移
企業向け 公共向け 家庭向け DAC

10,570

418

△2.5%

+12.4%

+36.9%

+22.3%

 「GIGAスクール構想 第２期」案件においては 、「GIGA
スクール構想 第１期」時を上回るシェアを獲得すること
ができたことに加え 、「自治体セキュリティ強靭化 」案
件や「次世代校務DX」案件の獲得が順調に推移したこと
により、1,385百万円（+36.9％）の大幅増加

 Webとメールのクラウドセキュリティ対策ニーズとオン
プレミスでの継続対策ニーズを捉えたことに加え 、新製
品 「 f-FILTER 」 やオプション製品 「 Anti-Virus ＆
Sandbox」のクロスセル ・アップセルが好調に推移し 、
553百万円（＋12.4％）の増加（DAC除く）

408
10,838
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市場別の売上高を表したスライドです。 

 
  

市場別 連結売上高

 契約高と傾向は同様で 、Webとメールのクラウドセキュ
リティ対策ニーズとオンプレミスでの継続対策ニーズを
捉えたことに加え 、新製品「f-FILTER」やオプション製
品「Anti-Virus＆Sandbox」のクロスセル・アップセルが
好調に推移し、524百万円（＋12.3％）の増加（DAC除く）

Copyright © Digital Arts Inc.26

4,259 4,783

4,637
4,788

2,196

2024年３月期 2025年３月期

企業向け 公共向け 家庭向け DAC

9,98211,512
+7.2%

△2.1%

+12.3%

+3.3%

 「自治体セキュリティ強靭化 」案件や「GIGAスクール構
想 第１期」案件の売上高計上が進んでいるが 、「GIGAス
クール構想 第２期」案件や「次世代校務DX」案件など、
クラウドサービス系製品での受注が計画以上に増えたた
め、売上高計上が進まず、151百万円（+3.3％）とわずか
に増加

企業向け市場は２桁成長を達成、公共向け市場は計画以上に契約高に占める
クラウドサービス系製品の比率が高まった結果、わずかに成長（DAC除く）

418
409

企業向け市場

公共向け市場

（単位：百万円）市場別連結売上高推移
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市場別の売上高の四半期単位、及び年度単位での推移を表したスライドです。 

 
  

722 808 745
961 803 962 811 940 943 929 917

1,084 965 1,040 1,036
1,216 1,074 1,199 1,137

1,372

451
597 574

785
738

1,313

974
1,020 1,017

1,269 1,195
1,203

1,016

1,320
1,084

1,215

1,066

1,295
1,194

1,232

115

104
103

109

113

115

98
116 105

118
103

105

106

106

101

105

93

108
105

101

124

176 225

218
263

241

248

287 318

381
357

384

452

556

535

652

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

企業向け 公共向け 家庭向け DAC

連結売上高 市場別四半期推移

当４Q売上高は過去最高を更新（DAC除く）

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期2021年３月期 2025年３月期

企業

公共

家庭
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（単位：百万円）

2,240 2,573 3,009 3,133 3,284 3,238 3,517 3,875 4,259 4,783
1,418

2,125 1,732 2,191 1,911 2,408

4,046
4,686 4,637

4,788

342

359 375
516 445

432

444

433 418
409

745

1,042

1,441
2,196

4,000
5,058 5,116

5,841 5,641

6,825

9,051
10,436

11,512

9,982

2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

企業向け 公共向け 家庭向け DAC

連結売上高 市場別推移

通期売上高は過去最高を更新（DAC除く）

※2020年３月期以前のDAC数値は影響軽微のため記載省略しております。（）内の数値は、 DAC売上高を除いた売上高です

企業

公共

家庭

（単位：百万円）

Copyright © Digital Arts Inc.27

(6,079)

(8,009)
(8,994)

(9,315)
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企業向け市場における製品別の売上高を説明しているスライドです。特に i-FILTERと

m-FILTER の売上が伸びています。また、「その他製品」においては f-FILTER の売上が、
i-FILTERや m-FILTERとのクロスセル等の効果もあり伸びました。 
 
  

2,952 3,307

1,037
1,179

2,196

2024年３月期 2025年３月期

i-FILTER シリーズ m-FILTER シリーズ その他製品 DAC

製品別売上高

クラウドセキュリティ対策ニーズとオンプレミスでの継続対策ニーズを捉えたことに加え、
新製品「f-FILTER」やオプション製品「Anti-Virus＆ Sandbox」の販売が好調に推移した
ことにより、売上高は高成長（DAC除く）

 クラウドセキュリティ対策ニーズ （クラウドプロキシ 、ローカル
ブレイクアウト通信制御、IP固定、CASBなど）やオンプレミス製品
での継続対策ニーズ （他社オンプレミス製品終売に伴う乗換え 、
クラウド製品とオンプレミス製品のハイブリッド運用など）を捉えた
ことに加え、オプション製品「Anti-Virus ＆ Sandbox」の販売が好調
に推移（+355百万円/+12.0%）

 クラウド型メールサービスの普及に伴うクラウドベースでのメール
セキュリティ対策ニーズ（マルウェア対策、PPAP※対策、誤送信対策、
メールアーカイブなど ）に対して、多様なメールセキュリティ対策
ニーズに対応した総合的な機能が評価され 、新規案件獲得が堅調に
推移したが、クラウド比率の高まりによる売上高計上の 「ずれ」と
一部大口案件の受注時期のスライドが発生（+141百万円/+13.6％）

 新製品「f-FILTER」は、「ｍ-FILTER」とのセット販売によって 、
主にPPAP※対策案件やDLP対策案件の獲得が順調に進んだ

※PPAP:ファイルをパスワード付き ZIPファイルにしてメールで送付し、パスワードを別送するファイルのやり取り

Copyright © Digital Arts Inc.29

6,456

i-FILTERシリーズ

m-FILTERシリーズ

企業向け市場 製品別売上高推移（単位：百万円）

その他製品

4,783

企業向け市場

+10.1%

+12.0%

+12.3%

+13.6%
269

297
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公共向け市場における製品別の売上高を説明しているスライドです。売上高の増加は対

前年プラス 3.3%に留まっている一方、契約高は対前年プラス 36.9%です。 
また、契約高が好調であった理由は、「GIGA スクール構想 第２期」が 2025年 3 月期

よりスタートしましたが、その市場で高い市場シェアを取ることができた結果です。併せ
て、「自治体セキュリティ強靭化」案件や「次世代校務 DX」案件も順調に受注できたこと
も理由です。 

 
 

  

製品別売上高

「GIGAスクール構想第２期」の受注シェアの大幅拡大や「次世代校務DX」案件の順調な
獲得により、契約高は大幅増加（＋36.9％）したが（P25参照）、契約高に占めるクラウド
サービス系製品の比率が高まった結果、売上高はわずかに成長

 「GIGAスクール構想 第２期」案件において 、競争優位性のある
「i-FILTER」を広く訴求することで 、受注シェアを大幅に拡大で
きたことに加え 、「次世代校務 DX」案件の獲得が順調に 推移し
た一方、計画以上にクラウドサービス系製品での受注が増加してい
るため、売上高計上が進まず 、i-FILTERシリーズはわずかに成長
（+39百万円/+1.1%）

 「自治体セキュリティ強靭化 」案件や「次世代校務 DX」案件の
獲得が好調に推移し 、m-FILTERシリーズが高成長 （+109百万円
/+12.8％）

 「FinalCode」や新製品「f-FILTER」は、「次世代校務 DX」案件
において、主力製品とのセット販売により 、契約高が大幅成長した
が、クラウドサービス系製品での受注が大半を占めるため 、売上高
計上が進まなかった

Copyright © Digital Arts Inc.30

3,718 3,758

850 959

2024年３月期 2025年３月期

「i-FILTER」シリーズ 「m-FILTER」シリーズ その他製品

4,788
4,637

公共向け市場 製品別売上高推移 （単位：百万円）

+4.4%
+3.3%

+12.8%

+1.1%

公共向け市場

i-FILTERシリーズ

m-FILTERシリーズ

その他製品

68 71
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家庭向け市場における製品別の売上高を説明しているスライドです。家庭向け市場で提

供の弊社製品は、主に子どもをターゲットとした製品でしたが、ターゲット範囲を広げた
製品にすることでこの市場に対しても手を打っていきたいと思っておりますので、2026年
3 月期の売上高は、2025 年 3月期よりももう少し増える予定です。 

 
 

  

製品別売上高

家庭向け市場は、フィルタリング対策ニーズの一巡によりモバイル版向けが伸び悩み
製品強化により、ターゲットの拡大を行い、新たなニーズの獲得を目指す

Copyright © Digital Arts Inc.31

家庭向け市場

206 184

211 225

2024年３月期 2025年３月期

モバイル版他 PC版
409418

家庭向け市場 製品別売上高推移（単位：百万円）

+6.3%

△10.7%

△2.1%

 複数年パッケージ製品の販促強化やネットカフェ向け製品
の販売促進施策を行ったが 、新規獲得数が鈍化し 、
減収（△８百万円/△2.1%）

 PC版、モバイル版ともに 、子ども向けのフィルタリング
対策ニーズに一巡感があるため 、製品強化を行い 、ター
ゲットの拡大により新たなニーズ獲得を目指す

 新たなニーズ獲得にあたり、フィッシング詐欺やオンライ
ンカジノなど、顕在化している社会課題に対しての訴求を
今後強化していきたい
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ここからは 2025 年 3月期に実施した施策の結果に関する説明です。このシェアのデー

タは対象年度が「2022年度」と少し古いものとなっていますが、この数字が最新のもので
ございます。 
 
  

「i-FILTER」「ｍ-FILTER」企業・公共における市場シェア

※出典： ITR「ITR Market View：サイバー ・セキュリティ対策市場 2024」Webフィルタリ
ング市場：ベンダー別売上金額シェア (2022年度)（2024年5月発行）

Copyright © Digital Arts Inc.33

株式会社アイ・ティ・アールの市場調査レポート「ITR Market View：
サイバー ・セキュリティ対策市場 2024」において 、「i-FILTER」は
2022年度の「Webフィルタリング市場：ベンダー別売上金額シェア 」
の55.6%を占有し、シェア1位を獲得しています。

デロイト トーマツ ミック経済研究所株式会社の市場調査レポート「内
部脅威対策ソリューション市場の現状と将来展望 2023 年度
(https://mic-r.co.jp/mr/03010/)」において、 「m-FILTER」は2022
年度の「電子メールフィルタリング ・アーカイブツール市場の出荷本
数シェア」の 66.6%を占有し、シェア1位を獲得しています。

「i-FILTER」 企業・公共における市場シェア 「m-FILTER」 企業・公共における市場シェア

A社 33.3％

B社 3.2％

その他 7.9％

A社 18.0％

B社 6.0％

その他 5.2％

C社 4.2％

※出典：デロイト トーマツ ミック経済研究所株式会社 「内部脅威対策ソリューション市
場の現状と将来展望 2023年度 (https://mic-r.co.jp/mr/03010/)」電子メール
フィルタリング ・アーカイブツール出荷本数 (社数)(2022年度)(2024年2月発行)

Webフィルタリング市場：
ベンダー売上金額シェア（2022年度）※

電子メールフィルタリング・アーカイブ市場：
ベンダー別出荷本数シェア

当社

55.6%
当社

66.6%
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 私たちの特徴は「ホワイト運用」です。なぜこれだけ毎日毎日セキュリティに関する被
害が出ているのかというと、私たち以外のセキュリティ対策はブラック運用、つまりブラ
ックなもの（危険と分かっているもの）はブロックしますが、グレーのもの（安全か危険
かが不明なもの）はブロックしないという方式がセキュリティ対策で採用されている一般
的なものです。私たちは、ホワイト以外はグレーもブラックもブロックするという「ホワ
イト運用」の考え方を採用しているという特徴を持っています。 
なぜ「ホワイト運用」だと守れるのかについては、一番被害が出ているのは先に申した

グレーの領域だからです。ブラックというのは、もう昔からブラックだと分かっているも
のですので誰でもブロックができるのですが、ブラックかホワイトかが不明であるグレー
をブロックできずに通してしまうので、被害に繋がってしまうということが起きていま
す。私たちの「ホワイト運用」の場合、グレーは一旦止めて、私たちがそのグレーのもの
がホワイトなのかブラックなのかを検証し、ホワイトだと判明したらユーザー様にアクセ
スしてもらう、また一方でブラックだと判明したらアクセスさせずにブラックリストに加
えるという運用をしています。この運用をしているからこそ被害が出ていない、簡単に言
うとそのようなことです。このことは分かりやすいことだと個人的には思っているのです
が、セキュリティ業界の中であってもまだ十分なご理解に繋げられていない部分があると
感じています。 
 
  

ご参考：独自ソリューション「ホワイト運用」とは

予め安全性を検証したWebサイト、メールにだけアクセスできる「ホワイト運用（ホワイトリスト方式）」
利用者のリテラシーに関係なく、未知・既知の脅威から ICT環境を守ることが可能
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ホワイト運用（ホワイトリスト方式） DA以外のセキュリティ対策（ブラックリスト方式）

未知の危険なサイト
へのアクセス

・アクセスできない
・最初からアクセスして大丈夫

・受信しない
・最初から開いて大丈夫

・アクセスできてしまう
・感染後に対策を行う
・次からはアクセスして大丈夫

・受信してしまう
・感染後に対策を行う
・次からは開いて大丈夫

未知の危険なメール
の受信

違い 「グレー」領域（安全か、危険か不明な領域）へのアクセスを防ぐ「ホワイト運用」とグレー領域にアクセス
してしまう DA以外のセキュリティ対策においては、セキュリティの強度に大きな違い がある

ホワイト運用の実現には右記２つの要素が必要であり、
他社では技術的に実現が困難
一方、デジタルアーツでは独自技術により、ホワイト
運用を実現している

1 2「データベースの改ざん」
対策の実装

「高網羅率/高精度データベース」
の構築

なぜ他社は「ホワイト運用 」を採用しないのか
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現在、日本でも AI が流行してきています。より流行しているアメリカでは AI が子供に

親の殺害をすすめたということも起きていますし、AI の結果を鵜呑みにして仕事上の資料
を作成してミスを犯してしまう、もしくは情報漏洩を犯してしまうといったことも起き始
めています。弊社製品の「i-FILTER」には現在、AI からの答えをブロックする、AI の利
用履歴を残すといった機能が既に付いていますが、生成 AI に関してはこれから起こり得
るだろうリスクを踏まえて、近い将来、更に踏み込んだセキュリティ対策となる製品に仕
上げていこうと考えています。現在、既に付いているこれら機能も非常に評価をいただい
ているところですが、AIに対するリスクについては今後、数年以内に利用者の方はより強
く感じることになるだろうと思っています。 

 
 

生成AIの利活用による
情報漏えいなどの課題を解決し、

安心安全な利活用を促進

製品リリース AIセキュリティへの対応

「i-FILTER」における生成AIセキュリティを強化

Copyright © Digital Arts Inc.35

2024年12月リリース

生成AI利用状況の可視化機能

単語単位でのフィルタリング制御

必要な生成AIのみ設定できる機能

利用に関する警告画面表示機能

生成AIカテゴリ

生成AIを一括ブロックする/許可する機能

NEW
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（これらスライドでは）リリースした製品に対して、継続して細かい機能改善を行って

いるということをお伝えさせていただいています。 
 
  

製品リリース 「f-FILTER」機能強化

大容量保存/ファイル保存期間調整機能

Copyright © Digital Arts Inc.36

2024年７月リリース

機能強化f-FILTERに寄せられているご要望例

Aさま

アップロードできるファイルサイズを20GBまで増量し、
必要数に応じて保管容量を選択できるオプションを準備

メールで送信できないような
100MBを超える大容量ファイルにも
対応して欲しい

Bさま

ファイル閲覧可能期間を1日～30日に
標準機能で設定できるように調整

セキュリティの観点でファイル閲覧期間
を数日間にしたい
(30日よりも短くしたい）

Cさま

ファイル保存期間を1年、3年、5年、7年など
調整できるオプションを準備

監査対応で、30日よりも長い期間
（5年や7年）ファイル保存したい

製品リリース 「StartIn」機能強化

オンプレミス・クラウドの混在によるID管理・認証の煩雑さを解決する機能をリリース

Copyright © Digital Arts Inc.37

2025年３月リリース

SAML非対応のサービスや
Webブラウザでログインフォームを

開くような社内システムなど、
すべてのWebサービスにおいて、

シングルサインオンが可能

NEW
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デジタルアーツソリューション ISMAP ※登録状況

2025年3月、公共機関向けに提供する全クラウド製品でのISMAP登録が完了

Copyright © Digital Arts Inc.39

Webセキュリティ メールセキュリティ

Microsoft365
対応版

ファイル暗号化・遠隔削除 SSO・ID管理データ保護・ファイル転送

※政府情報システムのためのセキュリティ評価制度

2025年3月取得

2025年3月
取得

2025年3月
取得

自治体セキュリティ強靭化 新ガイドライン対応

自治体のネットワークとそれにつながる PCなどの業務端末は、三層分離のセキュリティ対策として 「αモデル」が広く採
用されているが、セキュリティを重視しているため、柔軟な運用が難しく、使い勝手や業務効率面などで課題を抱えている
そこで「αモデル」のまま、業務端末から直接クラウドサービスに接続する方式として「αʼモデル」が新ガイドラインで定
義された結果、当社ソリューションによって対策できる範囲が広がったことに加え 、対策にあたり ISMAP※取得が必須とな
るため、ISMAP ※取得済みの当社ソリューションが選定される可能性が高まる見込み

地
方
公
共
団
体
・
自
治
体

※政府情報システムのためのセキュリティ評価制度
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ガバメントクラウド/住基ネット LGWAN 特定クラウドサービス 自治体情報セキュリティクラウド

マイナンバー利用事務系

個人番号利用端末

LGWAN接続系 インターネット接続系

LGWAN利用端末 インターネット利用端末

FileZenS連携

ファイル授受

無害化通信

機密ファイルの
安全な管理

認証 外部とのファイル送受信 Webアクセスの管理/アクセスログ管理

メール/ファイル無害化

通信経路暗号化・接続先制限・
テナントアクセス制限

誤送信対策/メールアーカイブの管理

OPSWAT連携
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（これらスライドでは）公共向け市場において、ガイドラインに対応した製品作りを行

ったということを説明しています。 
 
  

製品リリース GIGAスクール構想向け新機能

児童・生徒がどのようなサイトをどれくらい閲覧しているか、可視化することが可能

Copyright © Digital Arts Inc.40

2024年４月リリース

深夜帯の端末
利用人数

CASE 1

時間帯別の
利用率ランキング

CASE 4

Webサービス
ごとの利用時間

CASE 3

学校ごとの
端末利用率

CASE 2

端末更新費用補助条件の一つ「最低スペック基準を満たすこと」における項目の
「端末の稼働状況を把握する機能」に対応

「GIGAスクール構想 第２期」における受注シェア拡大に大きく寄与
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ここから 2026 年 3 月期について、つまりまさに先月 4 月から始まった期についての話

をさせていただきます。 
皆さんが体感されているように、毎日のようにセキュリティに纏わるインシデントが発

生しており、セキュリティ市場はますます成長している状況です。 
 
  

セキュリティ市場全体について

Copyright © Digital Arts Inc.42

製品戦略と販売戦略

昨今のセキュリティインシデントの増加を受け、中期経営計画（2025年３月期～2027年３月期）
策定時と比較して、セキュリティ市場の成長率が高まっていることから、
旺盛なセキュリティ対策ニーズは継続するものと想定している

Webフィルタリング/
メールフィルタリング/
統合型SWG / CASB/

IDaaS/ EDR

985億円※1
1,605億円※1

当社がカバーするネットワークセキュリティ市場成長予測

Webフィルタリング/
メールフィルタリング/
統合型SWG / CASB/

IDaaS/ EDR

2027年3月期の市場規模現在の市場規模

※1 各種情報より当社作成

中期経営計画策定時
CAGR 17.0 ％中期経営計画策定時

967億円

中期経営計画策定時
1,555億円
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ここから数ページの内容が特に注目いただきたいポイントとなります。 
2026年 3 月期の業績に関連する数字は既に発表しておりますが、公共向け市場において

は「GIGA スクール構想 第 2 期」の案件が最も発生するのが今期（2026 年 3月期）であ
る点はよく理解していただいている方も多いだろうと思っていますが、一方で企業向け市
場においてどのようにしていくのか、ということも非常に重要なポイントであると私たち
は考えています。中期経営計画における 2026 年 3 月期もそうですし、来期 2027 年 3月期
も同様ですが、計画を達成していくためには「GIGA スクール構想 第 2期」の案件だけ
をしっかりやっているだけでは、来期、再来期、更にその先まで続く成長を続けられると
は考えておりません。この「GIGA スクール構想 第 2 期」の案件という特需があるうち
に、しっかりと企業向け市場を更なる成長軌道に乗せていくことが重要だと考えていま
す。 
 
  

製品戦略の方針

市場成長率が高く、当社優位性が発揮できる「有望領域」へのソリューションの拡充と
将来ビジネスの拡大のために「投資領域」における研究開発を行う
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安定領域
安定収益の獲得領域

XDR
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CWPP

脆弱性
評価（VA）

有望領域に
ソリューションを拡大

統合エンドポイント
管理ツール（UEM）

ゲートウェイセキュリティ
セキュリティ監視ツール
FW/VPN/UTM関連製品

エンド
ポイント

当社優位性低

高

高

認証
IDaaS

改善領域
縮小/撤退/他社連携等の推進

有望領域
中計期間（～27年3月期）における中核領域

Web
セキュリティ
SWG / ZTNA /
CASB / CFW他

現在の主力製品

Web
フィルタリング

メール
セキュリティ

SASE/SSE

製品戦略と販売戦略

※市場成長率は、各種情報より当社推計

投資領域
将来の有望領域

市
場
成
長
率

投資領域の研究開発

NDR

2026年3月期
ゼロトラストセキュリティの

実現が可能な新製品を
リリース予定
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説明スライドが少し前後しますが、企業向け市場においては、ご存知のように企業数を

規模別にみるとピラミッド構成となっていますが、そのうちの 99%は中小企業です。私た
ちの企業向けの製品というのは、現在はまだ主に大企業において導入いただいておりまし
て、中小企業において導入いただけるようにしっかりやっていかないと、企業向け市場に
おける高い成長は望めないという状況です。ここでスライドを前ページに戻しますが、（次
ページへ続く） 
 
  

企業規模別販売戦略の実行
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製品戦略と販売戦略

ゼロトラストセキュリティの実現が可能な新製品のリリースを行い、
大企業・中堅企業・中小企業向けに総合的なセキュリティ提案を実行予定

参考：経済産業省、ニッセイ基礎研究所作成「我が国における規模別企業構成」より作成

3,360,000社

9,000社

1,300社
大企業

中堅企業

中小企業

301人～
2,000人以下

2,000人超

企業規模別の従業員数

960万人

460万人

2,700万人

従業員数1万人未満企業が
メインターゲット

提案ターゲット

直プロモーション強化
クロスセル・アップセル推進
課題の解決提案、ニーズの製品への反映

自社オンラインセミナー強化
販売店への既存顧客成功事例共有
クロスセル・アップセル推進

販売インセンティブの拡大
営業コンテンツの充実
売りやすいパッケージ製品の提供

販売戦略

セキュリティ対策を行うための
予算や人材が限られている

企業が求める
「トータルセキュリティニーズ」

を満たす提案を行う
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特にクラウド化は中小企業にとってはもう必須となってきています。その中小企業に対

してクラウド化され中小企業が運用できる製品領域を、（スライド図内の青い円で囲われた
部分である）「Web セキュリティ」として掲載していますが、この領域に該当する製品を
今期発売します。今期発売することは販売パートナー様には既に前期からお伝えしている
ことなのですが、今期のなるべく早い段階でこの新製品を出すことによって、（次ページへ
続く） 
 
 
  

製品戦略の方針

市場成長率が高く、当社優位性が発揮できる「有望領域」へのソリューションの拡充と
将来ビジネスの拡大のために「投資領域」における研究開発を行う
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※市場成長率は、各種情報より当社推計
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この大企業以下の 99%の市場へ製品を販売していくというのが、今期からこの３年程度

の間に企業向け市場の業績を成長させるために中心となる方針となります。 
 
 
  

企業規模別販売戦略の実行
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製品戦略と販売戦略

ゼロトラストセキュリティの実現が可能な新製品のリリースを行い、
大企業・中堅企業・中小企業向けに総合的なセキュリティ提案を実行予定

参考：経済産業省、ニッセイ基礎研究所作成「我が国における規模別企業構成」より作成
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ここから公共向け市場における取組みのご説明です。もう何度もお話し致しましたが、

「GIGAスクール構想 第２期」のピークを迎えるのが今期でございます。この第２期の
１年目にあたる昨年度 2025年 3 月期においては、先ほど申しましたように高いシェアを
獲得することができました。 
「GIGAスクール構想 第２期」の 5年間全体のうち、当初予測ではその 8%の調達が

昨年度に行われると見ていましたが、一部で翌期である今期にスライドいたしました。そ
のスライド分と元々予定していた 52%、つまり 5年間全体のうち 52%を超える調達が今期
行われる予定です。この状況の中で、先ほど申しました昨年度に達成した高いシェア率で
今期もシェアを獲得していく、というのが今期の公共向け市場における計画です。 
 
 
  

POINT

GIGAスクール構想 第２期 端末更新時期
2025年３月期におけるGIGA端末更新は、端末共同調達の検討が長引いた教育委員会もあり、
2026年３月期に更新を持ち越した教育委員会があったが、2026年３月期には実行される見込み

GIGA端末更新の時期
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文部科学省データや各種報道情報などから弊社作成

2025年３月期

端末更新割合（実績＋予測）

2026年３月期

2027年３月期

2028年３月期以降

その他
（予算次第など）

0％ 100％

52％

22％

11％

7％

50％

公共市場シェア向上

 GIGA端末の更新時期については、約６割
の教育委員会が「2026年３月末まで」に
完了

 文部科学省から示されているGIGAスクー
ル構想 第２期における端末調達のガイド
ラインにおいて、Webフィルタリング機
能が整備されていることが要件となって
いるため、Webフィルタリングの調達が
第１期と比べ加速することが想定される

GIGA端末更新の時期

共同調達の影響で
一部スライド

当初予測８％
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「GIGAスクール構想 第２期」以外にもここに示す「次世代校務 DX」などの諸々の

案件が公共向け市場においては見込めますので、これら案件も引き続き着実に受注できる
ように進めていく計画です。 
 
  

次世代校務DXについて

文部科学省は「次世代校務DXの方向性」として以下の実現を求めている
※校務の情報化に向けた財政支援は、従前から地方財政措置単年度1,805億円が講じられている
04
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働き方
改革

データ
連携

レジリ
エンス

01 GIGA端末や既存ネットワーク環境
の活用で対策可能

ロケーションフリーで校務系 ・学習系システムへ接続可能な環境
を整備し、教職員一人一人の 事情に合わせた柔軟かつ安全な働き
方を可能とする02 校務系/学習系

ネットワークの統合

校務系・学習系システムそれぞれが持つデータを低コスト ・リア
ルタイムで連携させることを可能とする03 校務支援システムの

クラウド化

各種データをダッシュボード機能により統合的に可視化し 、学校
経営・学習指導・教育政策の高度化を図ることを可能とする04 データ連携基盤

(ダッシュボード)の創出

大規模災害等が起きた場合にも業務の継続性を確保することを可
能とする05 校務支援システムの

クラウド化

安
全
安
心
な
形
で
実
装
す
る
た
め
に

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ対
策
が
必
須

出典：https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/175/mext_01385.html を参考に弊社作成

公共市場シェア向上

汎用のクラウドツールの積極的な活用により 、教職員や校内・校
外の学校関係者 、教育委員会職員の負担軽減 ・コミュニケーショ
ンの迅速化や活性化を可能とする

次世代校務DXに向けた取組み

新製品のリリースにより当社製品での対応領域は更に拡大
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モバイル
端末管理

データ
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アンチ
ウイルス EDR
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IDS/IPS
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多要素認証

リスクスペース認証

シングルサインオン

生徒先生

児童生徒宅など学校出張先など

インターネットパブリッククラウド

校務系
システム

学習系
システム

データ自動暗号化

当社製品でのセキュリティ対応マップ次世代校務DXにおけるセキュリティ対策全体図

教職員端末
モバイル
端末管理

データ
暗号化

アンチ
ウイルス EDR

児童生徒端末
モバイル
端末管理

データ
暗号化

アンチ
ウイルス EDR

通信経路の暗号化
Webフィルタリング

IDS/IPS

WAF

多要素認証

リスクスベース認証

シングルサインオン

IDS/IPS

WAF

多要素認証

リスクスベース認証

シングルサインオン

生徒先生

児童生徒宅など学校出張先など

インターネットパブリッククラウド

校務系
システム

学習系
システム

データ自動暗号化 データ暗号化

認証 認証

データ
暗号化・

EDR

データ
暗号化・

EDR
Webセキュリティ
フィルタリング

＝対応範囲

メールセキュリティ/誤送信対策

公共市場シェア向上

新製品新製品
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「次世代校務 DX」の整備スケジュールについてはスライドに記載の通りです。 
 

  

次世代校務DX 整備スケジュール

校務支援システム稼働に向けて、2026年3月期は前期以上に製品の調達が実施される見込み

文部科学省データや各種報道情報などから弊社作成

2025年３月期

整備割合

2026年３月期

2027年３月期

2028年３月期

2029年３月期

0％ 100％

18％

12％

21％

13％

50％

導入予定なし

19％
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公共市場シェア向上

 校務の情報化に向けた財政支援は、従前
から地方財政措置が 単年度1,805億円講
じられている

 文部科学省の「GIGAスクール構想の下
での校務 DXについて 」において 、セ
キュリティ対策の重要性が事例とともに
示されており、児童生徒の個人情報を扱
う校務においては 、GIGA端末以上の対
策を講じる必要がある

校務DX整備スケジュール
POINT

共同調達の影響で
一部スライド

当初予測17％
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2026年 3 月期の業績予想です。先ほどより申し上げております契約高は、16,475 百万円

と対前年で 5,904百万円の増額、55.9%増という計画です。営業利益が 6,150百万円、営
業利益率が 49.0%、経常利益が 6,150百万円を計画し、先ほど言及しました「契約高営業
利益率」を算出しますと 61.2%となります。つまり、私たちが 2026 年 3月期に発注いた
だく金額合計から費用合計を差し引いた場合の利益率が 61.2%になるということです。 
 
 

 
個別の業績予想も連結のものとほぼ一緒です。  

2026年３月期 通期業績予想（連結）
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備考増減率増減額2026年３月期
通期 予想

2025年３月期
通期 実績

注力ターゲット先への提案活動強化と既存顧客へのクロスセル・アップセル
の推進の実行による企業向け市場でのプレゼンス向上と「GIGA第2期」
「次世代校務DX」の案件獲得により、契約高、売上高の成長を見込む

+55.9%+5,90416,47510,570契約高

+25.7%+2,56712,5509,982売上高
約2億円の開発人材投資の増加と製品強化による減価償却費、クラウド
サービス系製品の利用者数の増加に伴う通信費の増加1.8億円を見込む+11.6%+3413,2902,948売上原価

+31.7%+2,2269,2607,033売上総利益
--73.8%70.5%売上総利益率
約4億円の人材投資（ベースアップ/人材採用・育成）を見込む+25.7%+6353,1102,474販売管理費

+34.9%+1,5916,1504,558営業利益
--49.0%45.7%営業利益率(%)
ご参考指標となります
契約高営業利益率＝（契約高－売上原価－販売管理費）÷契約高×100
として計算

--61.2%48.7%契約高
営業利益率（％）

+34.8%+1,5876,1504,562経常利益

+31.9%+1,0164,2003,183親会社株主に帰属
する当期純利益

（単位：百万円）

企業向け市場における製品・販売戦略の実行と公共市場におけるシェア・受注金額最大化
により、売上高と営業利益・経常利益の成長を目指す

2026年３月期 通期業績予想（個別）
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備考増減率増減額2026年３月期
通期 予想

2025年３月期
通期 実績

注力ターゲット先への提案活動強化と既存顧客へのクロスセル・アップセル
の推進の実行による企業向け市場でのプレゼンス向上と「GIGA第2期」
「次世代校務DX」の案件獲得により、契約高、売上高の成長を見込む

+55.9%+5,90816,47010,561契約高

+25.8%+2,57212,5459,972売上高
約2億円の開発人材投資の増加と製品強化による減価償却費、クラウド
サービス系製品の利用者数の増加に伴う通信費の増加1.8億円を見込む+11.7%+3443,2902,945売上原価

+31.7%+2,2289,2557,026売上総利益

--73.8%70.5%売上総利益率
約4億円の人材投資（ベースアップ/人材採用・育成）を見込む+25.6%+6303,0952,464販売管理費

+35.0%+1,5976,1604,562営業利益

--49.1%45.8%営業利益率
ご参考指標となります
契約高営業利益率＝（契約高－売上原価－販売管理費）÷契約高×100
として計算

--61.2%48.8%契約高
営業利益率（％）

+34.8%+1,5906,1604,569経常利益

+32.1%+1,0224,2103,187当期純利益

企業向け市場における製品・販売戦略の実行と公共市場におけるシェア・受注金額最大化
により、売上高と営業利益・経常利益の成長を目指す

（単位：百万円）
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先ほどより契約高を重視する発言をしてまいりましたが、一方で売上高を軽視するわけ

にはいきませんので、昨年度の反省を踏まえて当期の計画においては来期以降に繰り延べ
される売上高を、クラウドサービス系製品が販売される想定比率をかなり高めに設定する
ことで多めに想定しています。ですので、ここで示す契約高を達成すれば、クラウドサー
ビス系製品の販売比率が仮に前期より高まったとしても、売上高の予想値を達成できるだ
ろうという数字を設定しています。 
それらの計算結果を示しているのが本スライドです。7,655 百万円が来期以降の売上高と

して繰り延べされるという前提で売上高を計算しています。 
 
  

連結売上高の状況

連結売上高は以下の通り予想

※1 前期以前に獲得した契約高の契約残高から当期に売上計上
※2 当期契約高のうち、翌期以降に繰り延べられて売上計上（契約残高）
※3 売上戻り及び海外子会社売上
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 当期契約高は、新製品リリースを含めた製品強化と企業向
け市場における注力ターゲット先への提案活動強化や既存
顧客へのクロスセル・アップセルの推進、公共向け市場に
おける「GIGAスクール構想 第２期」案件の受注シェアの
拡大と既存顧客の単価引上げや 「次世代校務DX」案件の
獲得などにより16,475百万円を見込む。なお、当期契約高
の計画においては、前期にてクラウドサービス系製品の計
画以上の高まりを予想できなかった点を踏まえ、契約高の
売上高換算率を保守的に見積もり策定している

 前期以前に獲得した「GIGAスクール構想 第１期」などの
クラウドサービス系製品の案件は、当期に繰入売上高とし
て3,760百万円計上される

当期売上高
連結売上高の状況

（単位：百万円）

16,475

3,760
△7,655

12,550

2026年3月期
契約高

繰入売上高※1 繰延契約高※2 その他※3 2026年3月期
連結売上高予想

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

△30
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市場別での契約高、売上高の数値です。 

 
  

 業界と企業規模を掛け合わせたターゲット顧客に対する
提案活動強化と 「ホワイト運用」顧客へのクロスセル ・
アップセル提案に加え、ゼロトラストセキュリティの実現
が可能な新製品リリースや継続的な製品の機能強化により
契約高の成長を見込む

 「GIGAスクール構想 第２期」案件において、トップシェ
アの顧客基盤を活かし、ユーザーからの要望を吸い上げ、
「i-FILTER」の教育機関向け機能を更に強化することで
顧客満足度と製品価値を向上することに加え、前期より実
践し好結果を得ることができた案件管理手法を継続、付加
価値訴求型の営業・マーケティング活動を徹底することで、
受注シェア拡大と既存顧客の単価引上げの両立を行い、契
約高の最大化を目指す。また、「次世代校務DX」案件に
おいては、「GIGAスクール構想」の顧客基盤を最大限活
かすことで営業機会を創出、主力製品だけでなく新製品や
オプション製品とのセット販売を行うことで、契約高の成
長を見込む

5,016 5,832

5,146

10,175

2025年３月期
実績

2026年３月期
業績予想

企業向け 公共向け 家庭向け

+55.9%

市場別連結契約高の状況

市場別連結契約高は以下の通り予想
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公共向け市場

企業向け市場

16,475

10,570

市場別連結契約高推移

+14.5%

+97.7%

+16.3%

467

408

（単位：百万円）

4,783 5,676

4,788

6,401

2025年３月期
実績

2026年３月期
業績予想

企業向け 公共向け 家庭向け

市場別連結売上高の状況

市場別連結売上高は以下の通り予想
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12,550

9,982

市場別連結売上高推移 （単位：百万円）

+25.7%

+33.7%

+18.7%

+15.4%
472

409

 業界と企業規模を掛け合わせたターゲット顧客に対する
提案活動強化と 「ホワイト運用 」顧客へのクロスセル ・
アップセル提案に加え、ゼロトラストセキュリティの実現
が可能な新製品リリースや継続的な製品の機能強化により
売上高の成長を見込む

 「GIGAスクール構想 第２期」案件において、トップシェ
アの顧客基盤を活かし、ユーザーからの要望を吸い上げ、
「i-FILTER」の教育機関向け機能を更に強化することで顧
客満足度と製品価値を向上することに加え、前期より実践
し好結果を得ることができた案件管理手法を継続、付加価
値訴求型の営業・マーケティング活動を徹底することで、
受注シェア拡大と既存顧客の単価引上げの両立を行い 、売
上高の最大化を目指す 。また、「次世代校務DX」案件に
おいては、「GIGAスクール構想」の顧客基盤を最大限活
かすことで営業機会を創出、主力製品だけでなく新製品や
オプション製品とのセット販売を行うことで、売上高の成
長を見込む

公共向け市場

企業向け市場
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費用についてですが、中期経営計画において人材投資を進めていくことを述べています

ので、人材に関する費用については少し厚く見込んでいます。 
また通信費についてもご説明いたします。契約高が対前年で約 60%増を予想しています

が、通信費としては対前年で約 12%増の予想としていますが、ソフトウェア的な改善、設
備的な改善を行うことで、通信費の増加率は抑えていく計画です。 
 
  

連結売上原価と販売費及び一般管理費の状況

売上原価は、主に開発人材への投資と製品強化による減価償却費の増加を見込む
販管費及び一般管理費は、主に人材投資の強化による増加を見込む

06
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主な増減要因前年比2026年３月期
業績予想

2025年３月期
実績

+11.6%3,2902,948売上原価

新製品、機能開発人材への投資+19.1%1,2391,040労務費

ソフトウェアの開発・改良に伴う減価償却費増+12.8%976865減価償却費

クラウドサービス系製品の利用者数の増加に伴う通信費の増加を
見込むが、抜本的な費用抑制施策の実行により増加幅を抑える+11.9%1,6841,505通信費

+6.9%699653その他

ソフトウェア開発に伴う勘定振替△17.2%△1,309△1,116他勘定振替

+25.7%3,1102,474販売費及び一般管理費

人員増加、ベースアップ、インセンティブプラン等の人的投資+32.7%1,6301,229人件費

GIGA第２期獲得に向けた販促費増、創立30周年関連費用等+12.7%348309広告宣伝費

採用強化等（約1.3億円）+20.8%1,131936その他

（単位：百万円）
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通期連結業績予想における上期・下期の比率を示しています。契約高の比率については

下期の比率をかなり高く予想していますが、この理由は主に契約高の三分の二を占める公
共向け市場において入札時期が下期に偏重することによる影響を強く受けるためです。 
 
  

通期連結業績予想に対する進捗計画

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

営業利益

売上高

契約高

通期連結業績予想に対する進捗計画
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契約高は、主に「GIGAスクール構想第２期」案件の受注が下期に偏重することが起因して、下期偏重での進捗を計画
売上高は、受注済みクラウドサービス系製品の売上高計上により、契約高と比較し、上期比率が高くなる進捗を計画
営業利益は、販管費が上期偏重の計画であるため、売上高と比較して、下期偏重になる進捗を計画

通期予想：16,475百万円

進捗率

通期予想：12,550百万円

通期予想：6,150百万円

上期：34% 下期：66%

上期：45% 下期：55%

上期：39% 下期：61%
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株主還元の方針については、スライドに示している通り今期 2026 年 3月期より変更し

ている点があります。今期の自己株式取得ついては、10億円前後を予定しています。 
 
 
以上で私からの説明を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

  

2026年３月期 株主還元

株主の皆様への利益還元を充実させるため、2026年３月期より方針を変更いたします
新方針に基づき、2026年３月期の株主還元につきましては、以下の通り計画しております
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2025年３月期 2026年３月期

目標連結配当性向 30%以上
目標総還元性向 50%以上

累進配当方針

配当金 1株あたり85.00円

株主還元 2026年３月期株主還元（予想）

※原則として減配せず、配当の
維持もしくは増配を行う配当政策

配当金
1株あたり95.00円 自己株式取得

10億円※
2025年3月期から10.00円増配

（12年連続増配）
内、5.00円は創立30周年記念配当

※業績動向並びに株式市場の動向等を
勘案しつつ、機動的に実施予定

方針
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【司会】 
それでは只今より質疑応答の時間とさせていただきます。 

 
 
【質疑応答】 
◆ 最近、投資証券口座の乗っ取りが話題になっておりますが、この動向に対して貴社が
寄与できる部分として、どのようなことを想定されていますでしょうか。 
 
【道具】 
証券口座の乗っ取りについて、被害額がこの一ヶ月でも大きく拡大してしまっています

が、私自身もフィッシングメールを毎日たくさん受けています。簡単に言うと個々人がフ
ィッシングメールを受けて ID やパスワードを入れてしまうといった事象ということだと
思いますが、私たちとしては放ってはおけない問題だと思っております。先ほど少し触れ
ましたけれど、コンシューマー向け、つまり私たちにとっての「家庭向け市場」で個人向
けにご提供するセキュリティ製品を現在作っているところです。この製品によって、フィ
ッシングメールでの被害は抑えられると考えています。 
この製品を販売できる時期になりましたらプレスリリースを出す予定ですが、私たちの

ホワイト運用によってこのような問題なども防ぐことができると考えていますので、ご期
待いただければと思っています。 
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◆ トランプ関税による企業業績の悪化が懸念されるところですが、そのことによって貴
社の「企業向け市場」への影響をどのように想定されておりますでしょうか。 
 
【道具】 
おっしゃる通り、日本の企業の収益面には米国の関税政策の影響等が出てくる可能性は

あると思います。ですが、これほど毎日情報セキュリティに関する被害が出ている状況で
あること、また企業のセキュリティに対する投資意欲は高まっているという実感があるこ
とも踏まえますと、言及された関税による企業業績の悪化があったからといって、セキュ
リティ対策製品の購入を控えるということは現状では当てはまらないと考えています。こ
のことから、私たちにとっても関税の影響により「企業向け市場」において弊社製品が売
れなくなるということにはならないと考えています。 
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◆ ここ数年、業績予想として開示された営業利益を達成できていません。今期の営業利
益予想の 61.5億円は強気すぎないでしょうか。特に契約高を 59 億円増やす予想をされて
いますが、それに伴い受注に係る費用もかかると思われますので、より売上原価が膨らむ
のではないでしょうか。 
 
【道具】 
営業利益予想に関しては「GIGAスクール構想 第 2期」の案件を計画通り受注するこ

とで十分に達成できると考えています。契約高や売上高が増えますと、他社においては運
搬費や人件費といった費用が増えるということはあると思うのですが、私たちの場合、納
品はメールで行い運搬費といったものは生じませんし、今の人員体制で「GIGA スクール
構想 第 2 期」の案件も十分に受注できています。ですので、契約高が 60 億円ほど増える
から、それに伴って人件費や広告宣伝費が増えるということはございません。先ほど言い
ました通信費については、売上高に連動する性質が強い費用ですが、その他の費用につい
ては開示しております現在の計画内に十分に収まると考えています。 
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◆ 株主還元の見直しの背景についてコメントをください。 
 
【道具】 

 
株主還元方針の変更についてですが、配当金と自社株式取得をどのようなバランスにし

ていくべきかについては、常々主要メンバーと議論してまいりました。今後、配当金は増
やしつつも、自社株式取得も積極的に実施していこうという結論となりまして、このよう
な方針の変更を行いました。 
 
  

2026年３月期 株主還元

株主の皆様への利益還元を充実させるため、2026年３月期より方針を変更いたします
新方針に基づき、2026年３月期の株主還元につきましては、以下の通り計画しております
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2025年３月期 2026年３月期

目標連結配当性向 30%以上
目標総還元性向 50%以上

累進配当方針

配当金 1株あたり85.00円

株主還元 2026年３月期株主還元（予想）

※原則として減配せず、配当の
維持もしくは増配を行う配当政策

配当金
1株あたり95.00円 自己株式取得

10億円※
2025年3月期から10.00円増配

（12年連続増配）
内、5.00円は創立30周年記念配当

※業績動向並びに株式市場の動向等を
勘案しつつ、機動的に実施予定

方針
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【司会】 
これをもちまして質疑応答の時間を終了とさせていただきます。本説明会の内容に関す

るご質問は随時受け付けておりますので、谷崎までご連絡くださいませ。 
 
 
【道具】 
このようなオンライン方式で皆様のお顔が見えない状況で一方的に喋るのは、個人的に

はあまり得意ではないのですが、皆様から他にもご意見・ご質問があるようでしたら、こ
の後、どしどしと IR 担当までご連絡いただければと思っております。 

 
 

【司会】 
以上をもちまして、デジタルアーツ株式会社 2025 年 3月期 決算説明会を終了いたし

ます。本日はお忙しい中ご出席を賜りまして誠にありがとうございました。 
 
 

以上 


